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日米アジア経済の相互依存と日系企業 
— アジア国際産業連関表による分析 — 

                  中京大学経済学部教授 山田光男 

 

 

1．はじめに 

東アジア経済を構成する各国・地域は、1970年代より進展した貿易と直接投資を通じた経済のグ

ローバル化の恩恵を受け、世界の他の地域に比べて相対的に高い経済成長を実現し、「世界経済の成

長センター」として注目を浴びてきた。我が国においても、1985年のプラザ合意による急激な円高

修正の後、製造業の積極的な海外進出の展開が見られ、東アジア地域との貿易や直接投資を通じた

連携を強めている。 

国際産業連関表は、各国の産業連関表をもとにして、各国間の部門別貿易を取り込みながら各国

各部門間の経済取引を一つの表にまとめたものであり、各国・地域間の産業・貿易を通じた依存関

係を分析するひとつのトゥールとして認知されている。国際産業連関表は、我が国では通産省、ア

ジア経済研究所などが中心となって開発されてきており、通産省の日米国際産業連関表や日、米、

アジア、欧州をカバーする国際産業連関表、アジア経済研究所が中心となって開発した日本と東ア

ジア諸国の 2国間表やそれを統合したアジア国際産業連関表などがある。 

ここではアジア経済研究所の 1990年アジア国際産業連関表を用いて、日本、米国、東アジア諸国

間の経済の相互依存関係について検討することにする。 

はじめに、2 でアジア国際産業連関表について概説し、分析モデルについて説明する。続く 3 で

付加価値ベースの地域貢献度と価格の波及効果分析により地域間の相互依存について検討する。4

では、日本の海外進出企業の活動に着目し、米国およびアジア地域において活動する日系企業と各

国との依存関係について検討する。 

 

 

2．アジア国際産業連関表と分析モデル 

（1）アジア国際産業連関表 

 アジア経済研究所では各国統計局と協力しながら日本、米国、インドネシア、マレーシア、フィ

リピン、シンガポール、タイ、中国、台湾、韓国の 10カ国・地域を対象とした国際産業連関表を開

発している。アセアンを中心とした 1975年表にはじまり、さらに国・地域を拡大した 1985年表、

1990年表が作成されている。なお、1995年表については現在開発中で、近々公表される予定である

が、現在の段階では 1990年表が最新表となっている。 

 ここでは入手可能な 1990 年表を利用する。1990 年表は 10 カ国・地域 7 部門表、24 部門表、78

部門表が利用できる。この産業連関表の図式は図 2-1 に表されるように中間財、最終財の輸入を別

掲した非競争輸入型産業連関表となっている。この表では香港が外生化され、輸出入のみの扱いと

なっている。これは、香港が再輸出の割合が高く、原産国の特定が難しいためと考えられる。 
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図 2-1 アジア国際産業連関表の形式 

 

 1990年のアジア国際産業連関表は、10カ国 78部門の基本表では巨大な表となるため、ここではこ

れを国・地域および部門について統合し、分析とその解釈をしやすくすることにした。特に部門は、

他の統計などを考慮して表2-1に表される 20部門に統合することにした。また、国・地域について

は 10カ国のままで計算すると同時に、これを日本、米国、アジアに 3カ国・地域に統合することで、

それぞれの特徴をより鮮明にすることができると考えた。以下では、この 3カ国・地域 20部門表を

基礎として分析を進め、必要に応じて 10カ国・地域20部門表の結果を検討することにする。 

 

表 2-1部門分割 

1 農林水産業
2 鉱業
3 建設

製造業
4 　食料品
5 　繊維
6 　木材パルプ
7 　化学
8 　鉄鋼
9 　非鉄金属
10 　一般機械
11 　電気機械
12 　輸送機械
13 　精密機械
14 　石油石炭
15 　その他製造業
16 商業
17 公共サービス
18 その他サービス
19 金融不動産
20 その他

合計  
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（2）国際産業連関表による分析枠組み 

 ここでは、日本、米国、アジアからなる 3カ国・地域ｎ部門の国際産業連関表による、各国・地

域間の相互依存を分析するモデルの枠組みについて整理する。 

 非競争輸入型の国際産業連関表において、1:日本、2:米国、3:アジアとすると、国内生産財の需給

は、 
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と表される。ここで、A21x1は日本の米国からの中間財輸入、A31x1は日本のアジアからの中間財輸入、

F21は日本の米国からの最終財輸入、F31は日本のアジアからの最終財輸入を表す。また、A12x2は米

国に対する日本の中間財輸出、A13x3 はアジアに対する日本の中間財輸出を表す。F12 は日本の米国

への最終財輸出、F13は日本のアジアへの最終財輸入を表す。 

米国とアジアの貿易は、中間財がA32x2とA23x3、最終財がF32とF23で表される。その他世界への

輸出はそれぞれE1、E2、 E3によって表わされる。 

この式を生産について解くと、 
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となる。 

生産誘発額に対応する付加価値は、付加価値率を対角要素とする付加価値行列V̂ をかけることで

得られる。 
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となる。 

さらに、非競争輸入型の国際産業連関表の場合、ROW からの輸入に関する関係式があり、 
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と表される。これは各国の中間財輸入と最終財輸入の和がその他世界から日米アジアの輸入となる

ことを表す。 

 ここで、域内最終需要の各部門 1単位の増加による生産誘発額は、 
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より求められる。ここでΔX は 3n×3nの行列である。これに対する付加価値誘発額は、 
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となり、また輸入誘発額は、 
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となる。 

ここで、産業連関表の費用構成を考えると、 
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が成り立つ。ただし、lは要素が 1の集計ベクトルとする。 

ここで、輸入誘発額、付加価値誘発額の集計を考えると、 
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となる。各最終需要 1単位に対する輸入誘発額と付加価値誘発額の総和は 1となる。この関係を使

って、輸入誘発額、および付加価値誘発額を日本、米国、アジア、ROW で集計すれば、付加価値

ベースのそれぞれの貢献度が評価できる。村松、藤川(1998)、藤川(1999)ではこれを国産化という観

点から分析を行っている。 

 ところで、産業連関表の均衡価格決定モデルから費用・価格変化の国際波及について分析ができ

る。 
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これを価格で解くと、 
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となる。これより、ROW からの輸入価格変化や当該地域の付加価値の変化に基づく国際的な価格
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波及分析ができる。しかし、ここでは当該地域間での価格波及により関心があるので、国・地域の

各部門を外生化したモデルで、その部門の価格上昇による波及効果について検討することにする。 

仮にアジアの価格を外生化するとすると、価格決定モデルは、 
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となり、アジア地域の価格変化の国際波及効果は、 
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で評価することができる。実際には、外生化の計算では各部門ごとに行うことになる。 

 

 

3．国際産業連関表からみた地域連関 

 ここでは、アジア国際産業連関表をもとに、日本、米国、アジアの相互依存関係について、付加

価値ベースの貢献度と価格変化の国際波及という観点から検討する。 

 

（１） 付加価値ベースの貢献度 

 表 3-1 は、表側の部門の最終需要が 1 単位増加したときに、誘発される付加価値額、及び輸入額

を日本、米国、アジアと香港およびROW に分けて集計したものであり、その合計は 1 となる。表

では、それを100した数値で表している。これにより、その製品の生産に対する貢献度を測ること

ができる。また、図 3-1 はそれを国別に図示したものである。図では、当該国を除いた国・地域の

貢献度を累積棒グラフで示している。 

 日本の場合をみると、当該国である日本の貢献度が低い、つまり自給度が低い部門は石油石炭部

門であり、ROW ないしアジアからの輸入に依存している。また、日本が米国、アジアにより多く

依存している部門は、食料品、繊維、木材パルプ、鉄鋼、非鉄金属などである。アジアに対しては

木材パルプが大きいことがわかる。 

 米国でも石油石炭の自給率が最も低いが、日本ほどではない。日本の貢献が大きい部門は電気機

械、輸送機械、精密機械、一般機械など機械系の部門で、ついで鉄鋼や非鉄金属などである。他方、

アジアに依存している部門は、繊維と電気機械が大きく、輸送機械、精密機械、石油石炭などがそ

れに続く。 

 アジアでも石油石炭が最も自給率が低く、その分 ROW の貢献が大きい。日本に対しては、電気

機械、輸送機械、精密機械の部門が最も大きく、一般機械、非鉄金属がそれに続く。これに対して、
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米国の貢献は電気機械において高いものの日本ほどではない。また、日本のように機械系部門に集

中しているという傾向はないが、木材パルプ、化学から機械まで幅広く関連している。 

 図 3-2 は、同じ付加価値、輸入による貢献度を 10 カ国・地域・20 部門産業連関表によって求め

た結果を示したものである。国別部門別の最終需要の変化を累積棒グラフで表している。貢献度を

測る国・地域は日本、米国、NIES(台湾、韓国、シンガポール、香港)、ASEAN(インドネシア、マ

レーシア、フィリピン、タイ)、中国、ROW に集計した。当該国については集計の段階で、グラフ

から除かれているので、横棒の長さは海外依存率を表すことになる。 

 インドネシアでは、一般機械の海外依存度が 60%以上と高いが、他の部門は 40%以下となってい

る。全体としては、繊維、鉄鋼、電気機械、輸送機械、精密機械などの依存度が大きく、日本の貢

献が最も大きいのは輸送機械となっている。また、繊維、化学、電気機械では NIES や ASEAN な

どのウェイトが比較的大きいのがわかる。 

 マレーシアは、鉄鋼、非鉄金属、電気機械などの輸入依存度が 50%を越えている。日本の貢献が

大きいのは、輸送機械、精密機械、電気機械などの部門となっている。米国は電気機械や精密機械

である。繊維や電気機械、精密機械ではNIESやASEANの貢献も大きい。 

 フィリピンは、繊維、鉄鋼、石油石炭の輸入依存度が大きい。しかし、日本としての貢献は電気

機械や輸送機械となっている。繊維についてはNIESの役割が大きい。 

 シンガポールでは、石油石炭の海外依存度か大きいが、ついで化学、一次金属、機械系部門など

が 50%程度となっている。このほか、食料、繊維、木材パルプでも開放度が高く、都市国家の特徴

が現れている。食料品、繊維についてはNIES、ASEANとの関連が強く、また石油石炭なおいても

ASEAN との関連が強いことがわかる。日本については一般機械も電気機械部門が比較的高い。米

国も同様となっている。 

タイでは、電気機械において開放度が最も高く、日本、米国だけでなく NIES や ASEAN との関

連が大きいことがわかる。これが他の部門と比較して際だった特徴となっている。 

 中国では、これまでの国における開放度と比較するとそこまではいかないが、それでも電気機械、

輸送機械、精密機械、さらに繊維部門では 15～20%程度になっている。この国の特徴は、NIES と

の関連が強いという点にある。また、木材パルプについてはASEANとの関連も強いことがわかる。

日本の貢献は、東アジアの国に対する貢献度と比較するとまだ大きくないが、相対的には電気機械、

輸送機械部門がめだつ。 

 台湾は石油石炭、電気機械、精密機械、化学、鉄鋼、非鉄金属などの部門での海外依存度が大き

い。これらは40%以上となっている。電気機械、精密機械では日本、米国の貢献が大きいく、さら

にNIESやASEANなども比較的大きい。また、木材パルプはASEANが大きい。 
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表 3-1 付加価値ベースの貢献度 

 
日本 米国 アジア 香港 ROW 合計

農林水産業 94.49 0.96 0.78 0.03 3.75 100.00
鉱業 92.15 0.63 1.06 0.03 6.13 100.00
建設 92.19 1.05 1.23 0.05 5.48 100.00
食料品 88.04 2.74 1.79 0.05 7.37 100.00
繊維 86.24 1.78 2.57 0.15 9.26 100.00
木材パルプ 84.16 4.25 2.96 0.04 8.59 100.00
化学 84.49 1.76 1.96 0.04 11.76 100.00
鉄鋼 84.06 0.81 2.24 0.06 12.83 100.00
非鉄金属 83.87 2.29 2.09 0.12 11.63 100.00
一般機械 92.71 1.04 1.09 0.05 5.11 100.00
電気機械 91.12 1.82 1.50 0.11 5.45 100.00
輸送機械 92.14 1.51 1.03 0.05 5.27 100.00
精密機械 92.39 1.50 1.22 0.33 4.56 100.00
石油石炭 49.44 1.09 7.52 0.04 41.90 100.00
その他 90.45 1.46 1.57 0.11 6.41 100.00
商業 96.30 0.29 0.42 0.02 2.97 100.00
公共サービス 97.23 0.39 0.36 0.01 2.00 100.00
その他サービス 95.77 0.54 0.58 0.02 3.08 100.00
金融不動産 97.21 0.23 0.29 0.01 2.25 100.00
その他 90.46 0.45 1.80 0.02 7.27 100.00

農林水産業 0.33 94.91 0.28 0.03 4.46 100.00
鉱業 0.27 95.95 0.18 0.02 3.58 100.00
建設 0.66 93.94 0.51 0.06 4.83 100.00
食料品 0.26 93.15 0.46 0.03 6.09 100.00
繊維 0.72 88.93 1.64 0.60 8.10 100.00
木材パルプ 0.38 90.53 0.44 0.05 8.60 100.00
化学 0.47 90.66 0.44 0.04 8.39 100.00
鉄鋼 0.90 89.62 0.59 0.05 8.84 100.00
非鉄金属 0.97 90.22 0.59 0.06 8.17 100.00
一般機械 1.15 92.75 0.51 0.06 5.52 100.00
電気機械 2.47 88.77 1.66 0.28 6.82 100.00
輸送機械 2.42 85.36 0.91 0.11 11.20 100.00
精密機械 1.61 91.57 1.20 0.24 5.39 100.00
石油石炭 0.20 71.22 1.12 0.02 27.44 100.00
その他 0.58 92.51 0.54 0.06 6.31 100.00
商業 0.15 97.77 0.13 0.02 1.93 100.00
公共サービス 0.06 99.48 0.04 0.01 0.41 100.00
その他サービス 0.35 96.67 0.28 0.04 2.66 100.00
金融不動産 0.21 96.88 0.14 0.03 2.74 100.00
その他 0.36 93.41 0.30 0.04 5.90 100.00

農林水産業 0.74 1.03 93.70 0.17 4.36 100.00
鉱業 1.43 0.97 91.46 0.47 5.67 100.00
建設 3.28 2.11 82.68 1.00 10.94 100.00
食料品 1.08 3.04 86.95 0.33 8.61 100.00
繊維 3.29 2.99 77.26 4.00 12.47 100.00
木材パルプ 2.22 4.88 78.96 0.84 13.10 100.00
化学 4.62 4.82 73.74 0.72 16.09 100.00
鉄鋼 3.84 2.81 73.29 0.55 19.50 100.00
非鉄金属 5.19 3.17 72.25 0.92 18.47 100.00
一般機械 6.48 3.13 74.65 1.34 14.41 100.00
電気機械 12.65 6.74 63.82 3.20 13.58 100.00
輸送機械 9.83 3.25 70.95 1.27 14.69 100.00
精密機械 8.55 4.15 70.58 3.73 12.98 100.00
石油石炭 0.86 1.09 58.04 0.22 39.78 100.00
その他 3.24 3.12 79.24 2.42 11.98 100.00
商業 0.82 0.64 93.44 0.27 4.83 100.00
公共サービス 1.63 2.16 87.77 0.41 8.03 100.00
その他サービス 1.39 1.14 91.75 0.37 5.35 100.00
金融不動産 0.49 0.43 94.91 0.16 4.01 100.00
その他 1.54 1.43 83.27 0.35 13.41 100.00

日本

米国

アジ
ア
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図 3-1付加価値ベースの貢献度 
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図 3-2 国別の付加価値ベース貢献度 
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図 3-2 国別付加価値ベース貢献度(続き) 
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図 3-2 国別付加価値ベース貢献度(続き) 

 

 

 韓国では、石油石炭を別にすると木材パルプ、化学、鉄鋼、非鉄金属、電気機械部門での開放度

が 30～40%と比較的大きい。日本の貢献は電気機械と精密機械の部門で最も大きい。 

 日本では、石油石炭部門の開放度は 50%となって例外的に大きいが、それ以外は、食料、繊維、

木材パルプ、化学、鉄鋼、非鉄金属を中心として 10～15%程度の開放度となっている。産業構造の

特徴より、機械系部門の海外依存度は低い。繊維ではNIES、木材パルプや石油ではASEANの依存

度が相対的に大きい。 

 米国では、石油石炭部門についても 30%を切る海外依存となっている。製造工業部門については

概ね 10～15%となっており、日本の貢献は電気機械、輸送機械、精密機械に集中している。また繊

維や電気機械ではNIESやASEANの貢献が大きいのがみられる。 

 アジア地域の諸国では海外依存度が大きいこと。繊維や電気機械部門ではアジア地域内部での関

連性がみられること。日本のアジアに対する貢献度が大きいのは、機械系部門であることがわかる。

一方、日本では食料、繊維、木材パルプ、化学、一次金属などの海外依存度が高く、機械系部門の

海外依存度は低い。米国では、日本に対しては機械系部門を中心に依存度が大きく、アジアに対し

ては、木材パルプ、石油石炭など資源に依存する部門だけでなく、繊維や電気機械部門において相

対的に大きいことがわかる。 

 

（2）価格変化の国際波及 

 表 3-2 は各国・地域の当該部門の価格が 10%上昇したときの、波及効果を日本、米国、アジアに

ついて平均を求めた。当該国・地域の生産をウェイトとする加重平均によった。図 3-3 は、その結

果を国別に示したものである。なお、香港は外生扱いとなっているので、ここには含まれない。ま
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た、当該国・地域とそれ以外では波及効果のスケールが異なるので、前者については左軸、後者に

ついては右軸で測っている。価格の国際波及は、中間投入として関連する輸入財をより多く利用し

ている国・地域の部門がより大きな影響を受けることになる。 

 日本の各部門の価格変化の効果をみると、国内的には第 1次産業や製造部門よりサービス部門の

価格上昇の影響の方が大きい。米国全体への影響は日本の電気機械部門の価格が変化する場合が最

も高い。それでも 0.02%程度である。これに対して、アジアへの影響は部門によってはそれより大

きく、電気機械部門の 0.1%が最も大きい。ついで、化学、鉄鋼が 0.08%、非鉄金属、一般機械、輸

送機械部門が0.04%となっている。 

 米国については、日本と同じく国内的にはサービス部門の価格上昇の影響が大きいこと。アジア

に対しては化学、電気機械部門における影響が大きいことがわかる。アジア地域は、電気機械部門

は、対米輸出も大きいが、対米輸入も大きいことが関係する。 

 アジア地域の価格上昇の場合をみると、域内的な効果では農林水産品やサービス業の価格上昇の

効果の方が製造部門の価格上昇より大きい。日本対しては、鉱業、農林水産業、石油石炭部門で大

きいが、米国に対しては電気機械部門での影響が相対的に大きいことがわかる。 

 図 3-4は、10カ国・地域20部門産業連関表で同じ価格波及効果を求めものである。ただし、国・

地域の数が多くなるとグラフが煩雑となるので、ここでは、日本、米国、NIES(台湾、韓国、シン

ガポール)、ASEAN(インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ)、中国にまとめた。NIES およ

び ASEAN の集計では、自国分を別掲し、集計は生産ウェイトを使った平均によった。また、グラ

フでは、当該国・地域を左軸、その他の国・地域を右軸で測っている。 

 インドネシアのケースをみると、当該国では農林水産業、鉱業、建設業、食料品の価格上昇の影

響が大きいのに対して、その他の製造工業品の価格上昇の効果は大きくはない。他国・地域への影

響については鉱業において最も大きく、NIES、日本への影響が大きいことが特徴となっている。フ

ィリピンについても、自国への影響に限ると農林水産業や食料品の価格上昇の効果の方が目立つ。 

これに対して、マレーシアやタイの場合の自国への影響は、農林水産業や食料品の価格上昇のケ

ースで波及が大きいのは共通しているが、さらにマレーシアでは電気機械や、タイでは輸送機械、

電気機械、繊維などの効果が大きくなっており、工業化の違いが反映されていると見られる。特に、

マレーシアやタイの電気機械は NIES への価格波及が相対的に大きいことがわかる。ただ、価格波

及の水準としては国・地域での平均をとっていることもあり、それほど大きくはない。 

台湾、韓国の価格上昇の自国への影響をみると、製造工業品の価格上昇の影響も大きくなってい

る。台湾では化学、鉄鋼、非鉄金属、一般機械、電気機械などが大きく、韓国では食料品、化学、

電気機械、輸送機械などが大きい。対ASEANへの効果をみると、台湾では繊維、化学、電気機械、

その他工業品、韓国では繊維、化学、鉄鋼、電気機械などの価格波及が相対的に強い。ASEAN と

の関連がこれらの部門を通じて大きいことがわかる。シンガポールは、電気機械と石油石炭に偏っ

ている点が他の NIES と異なる。自国に対しては電気機械や石油石炭の価格波及効果が大きく、こ

れらの影響はASEANに対して、相対的に大きい。 
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表 3-2 価格変化の国際波及 
日本 米国 アジア

農林水産業 0.40885 0.00050 0.00342
鉱業 0.07236 0.00028 0.00255
建設 1.17914 0.00075 0.00490
食料品 0.61390 0.00064 0.00576
繊維 0.22325 0.00135 0.01380
木材パルプ 0.44215 0.00173 0.01332
化学 0.63423 0.00568 0.07540
鉄鋼 0.57602 0.00783 0.06315
非鉄金属 0.62787 0.00703 0.03787
一般機械 0.46218 0.00621 0.03371
電気機械 0.88959 0.02227 0.09546
輸送機械 0.69395 0.00687 0.03299
精密機械 0.08054 0.00243 0.00749
石油石炭 0.32620 0.00139 0.01557
その他 1.01935 0.00772 0.03878
商業 1.59523 0.00800 0.04761
公共サービス 0.50792 0.00025 0.00172
その他サービス 3.00640 0.00700 0.04274
金融不動産 0.79502 0.00228 0.01487
その他 1.58097 0.00633 0.04290
農林水産業 0.02332 0.43560 0.03361
鉱業 0.00964 0.40487 0.01584
建設 0.00201 0.86072 0.00461
食料品 0.00969 0.56504 0.01284
繊維 0.00107 0.17423 0.00502
木材パルプ 0.01242 0.40593 0.02122
化学 0.01705 0.52631 0.06465
鉄鋼 0.00502 0.21135 0.01667
非鉄金属 0.01592 0.48092 0.02371
一般機械 0.00364 0.25508 0.01439
電気機械 0.01184 0.38784 0.04407
輸送機械 0.00549 0.38850 0.01285
精密機械 0.00147 0.14854 0.00459
石油石炭 0.00474 0.33836 0.01360
その他 0.00826 0.80671 0.01938
商業 0.01796 1.44847 0.04378
公共サービス 0.00015 0.69730 0.00037
その他サービス 0.01713 3.98988 0.03793
金融不動産 0.00462 0.91867 0.00990
その他 0.01964 1.53888 0.03864
農林水産業 0.02162 0.00431 1.71835
鉱業 0.05443 0.00561 0.60799
建設 0.00081 0.00025 0.90013
食料品 0.01176 0.00253 1.02070
繊維 0.00901 0.00524 0.77213
木材パルプ 0.00911 0.00323 0.46749
化学 0.01251 0.00510 0.91871
鉄鋼 0.01432 0.00444 0.58947
非鉄金属 0.01086 0.00734 0.55728
一般機械 0.00573 0.00377 0.49172
電気機械 0.01322 0.01907 0.74052
輸送機械 0.00243 0.00165 0.44833
精密機械 0.00096 0.00075 0.06829
石油石炭 0.01763 0.00212 0.55923
その他 0.01532 0.00948 1.39532
商業 0.01355 0.00519 1.12268
公共サービス 0.00034 0.00013 0.51704
その他サービス 0.00686 0.00251 1.28056
金融不動産 0.00564 0.00247 0.68490
その他 0.01756 0.00539 1.44093

日本

米国

アジ
ア
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図 3-3 価格の波及効果 
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図 3-4 国別の価格の国際波及(続き) 
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台湾
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図 3-4 国別の価格の国際波及(続き) 
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図 3-4 国別の価格の国際波及(続き) 

 

 

また、NIESの日米に対する価格波及は大きくはないが、相対的には電気機械との関連が強い。中

国の価格波及は貿易量がまだ多くないこともあり、他の諸国と比較して国際波及はまだ大きくはな

い。 

これに対して、日本や米国のNIES、ASEANへの影響は比較的大きいといえる。特に日本の場合

は、NIESに対して電気機械を筆頭として、化学、鉄鋼、非鉄金属、一般機械などの部門の価格波及

が大きい。米国から NIES に対しては、化学、電気機械が大きく、ついで鉄鋼、非鉄金属となって

いる。さらに、農林水産業や木材パルプなどが含まれる点が日本と異なる。ASEAN への影響は米

国より日本の方が大きく、化学、鉄鋼、電気機械、輸送機械の部門において影響力が大きいことが

わかる。米国では電気機械と化学である。 

 これらをみると、価格波及は日本、米国からNIES、ASEANの方が、その逆よりも大きいことが

わかる。また、NIESからASEANについても繊維や化学、鉄鋼、電気機械などの部門では一定の影

響力があることがわかる。逆に、ASEANからNIESへは、工業化の比較的進んだマレーシア、タイ

では電気機械について価格波及の影響があることがみられる。 

 

 

4．日系企業の生産活動と相互依存 

 1985年のプラザ合意による急激な円高修正の後、我が国の製造業は海外進出の積極的な展開を

開始した。この傾向は非製造業においてもみられ、我が国の企業活動のグローバル化が進展した。

この動きは、大蔵省の「対外直接投資実績」によってみることができる。我が国の企業のグローバ

ルな展開は、1990年代にはいってバブル経済の崩壊とその後の長期的な景気低迷の中でやや鈍って

くるものの、製造業にあっては比較的安定した投資が継続的に進められてきた。さらに、1997年の

アジアの通貨危機によるアジア経済の混乱によって一時的には低下するもの、少なくとも製造業で
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は 1999 年には直前の水準を上回るところまで回復してきている。この結果、1999 年の直接投資の

累積件数は、1980年における累積件数の約 4倍にあたる 86,000件、累積額でみると約 20倍の 7258

億ドルとなっている。 

また、通産省「海外事業活動動向調査」(毎年)および「海外事業活動基本調査」(3 年周期)では、

海外に現地法人をもつ我が国企業(金融・保険業、不動産業を除く)を対象とした調査がなされてい

る。この統計は、有効回答数のみを集計しているので、項目によって回答企業数にばらつきがある

こと、時系列的な比較では回答率および対象企業数の違いに注意する必要があるが、1996年合計で

12600社、123兆円の売上高の規模となる。このうち製造業が 47兆円、非製造業76兆円となってい

る。これは、1996年の名目GDPの 25%(製造業のみでは 9.4%)の規模に相当する。 

我が国企業の海外への生産拠点の進出によって、国内との貿易を通じた相互依存関係についても

一定の変化が生じる。このような貿易関係の変化により、国内および海外の経済構造には新たな調

整が求められる。ここでは、通産省「海外事業活動動向調査」1990年の統計を利用しながら、国際

産業連関表という枠組みを用いて海外進出企業と現地経済および日本経済との相互依存関係を捉え

る試みを行う。 

 

（1）日系企業の部門別生産・投入額の推計 

「海外事業活動動向調査」では、海外で事業活動を行っている企業の地域別部門別の売上高、仕

入高、販売先別販売額、仕入先別仕入額の集計がされている。これらと日本、米国、アジアからな

る 3地域 20部門国際産業連関表と組み合わせることで、現地企業の生産と投入構造を産業連関表と

整合的な形で推定することができる。ただし、この統計では、米国で集計された統計はあるものの

完全な形では情報は得られないので、米国に代えて北米、アジア、日本の間での部門別販売・仕入

額の情報を利用することにした。北米と米国の差はわずかであるので、大きな問題とはならないも

のと考えられる。また、この統計は基本的には円表示、年度集計となっている。調査で用いられて

いる 1990年のドル換算レートでドルベースに変換したが、年度の調整は行っていない。商業以外の

部門は売上高を産業連関表の生産高とみなした。企業集計であるので厳密には産業連関表の商品分

類に組替集計をする必要があるが、データの制約から行っていない点も指摘しておかなくてはなら

ない。 

図 4-1 は、米国における日系企業の部門別売上高の、日本の部門別生産額および米国の部門別生

産額に対する比率を表す。また、アジアにおける日系企業の部門別売上高の対アジア、対日本の生

産額に対する比率を示したものである。これらをみると、商業を別にすると、米国、アジアとも機

械系部門を中心として進出していることがわかる。これらの部門では、米国では 5～10%、アジア

では 10～15%の生産規模となっている。 

図 4-2 は、日系企業の売上高に対する仕入高の比率を投入比率と見なし、日本および各国・地域

の産業連関表の中間投入比率と比較したものである。米国に関しては、非鉄金属の投入比率が米国

や日本の産業連関ベース中間投入比率と比較してやや小さいが、他の部門については多少差がある

ものの比較的似ていると考えられる。また、アジアについては、繊維、木材パルプ、化学、鉄鋼な
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どでかなり差があることが認められる。これは、部門の対応が十分とれていないためかもしれない

が、ここでは、基本的には、これらの比率を採用することにした。 

日系企業の生産と投入の推計については次のように行った。 

産業連関表を再構成するには、できるだけ細かい部門で行うことが望ましい。しかし、実際には

「海外企業動向調査」の公表データを利用することを前提とすると18部門に制約されることになる。

ここでは、その点を考慮して、表 2-1 に表される 20 部門に日米産業連関表の部門統合を採用した。

このうち、公共サービスとその他部門には日系企業の活動はないものとする。 

 

① 日系企業の生産額CTの決定 

 日系企業の生産額は、通産省海外企業基本調査で集計されている米国・アジアの現地法人の販売

額を充てる。販売額を生産額と見なすという点のほかに、この調査は年度集計で暦年ではないが、

当該暦年値に修正する根拠となる比率が求められないので、暦年調整はしていないという欠点もあ

る。また、生産者価格評価への調整も施していない。これらは今後の課題とした。 

なお、商業部門の売上高は、主として商業マージンからなる産業連関表の生産額とは合わない。

そこで、ここでは各地域商業部門の日系企業の販売費・一般管理費および営業費用(給与総額、荷造

り運搬費、賃貸料、減価償却)の売上高に対する比率を1990年の売上高に乗じて生産額とした。 

 

② 日系企業の投入額の決定 

 日系企業の中間投入総額および付加価値額は、生産 CT に米国・アジアの対応する部門の投入係

数(付加価値係数を含む)を乗じて求めた。 

 つぎに、各部門ごとに「海外企業動向調査」の地域別調達比率で中間投入を日本、米国、アジア

および ROW の地域に分解した。投入額について日本、米国、アジア、ROW の地域に大まかに分

解したあと、それぞれの地域ごとに国際産業連関表の対応する投入係数の比率をもとに部門ごとに

按分した。ただし、商業部門、その他サービス部門、金融不動産部門の投入については産業連関表

の米国投入係数をそのまま採用して按分した。 

 

以上の推計により、米国、アジアにおける日系企業の生産および投入が推計された。 
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在米日系企業の生産規模
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図 4-1 日系企業の生産規模 
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図 4-2 日系企業の投入比率 
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（2）日系企業生産の付加価値貢献度 

 ここでは、推計した日系企業の生産、投入構造を利用して、各部門 1単位の生産に対する付加価

値誘発額と、輸入誘発額を求め、それを地域集計することで、日系企業の生産に対する付加価値・

輸入の貢献度を評価することにした。ただし、ここで用いたレオンチェフ逆行列では日系企業の生

産分を控除していないこと、日系企業の投入では日系企業間の取引を控除していないなど、完全な

外生化モデルにはなっていない。これらは残された課題であるが、形式的には表 3-1 と同様な分析

ができると考えられる。 

 米国における日系企業の生産に対して日本の貢献が最も大きいのは石油石炭部門となっているが、

この部門の生産額はきわめて少ないので、実質的には電気機械、輸送機械、精密機械などにおいて

ウェイトが大きいことの方が、意味があると考えられる。これらの部門では、20%前後の貢献とな

っている。ついで化学、鉄鋼、非鉄金属、一般機械、その他製造業が 10～15%程度となっている。

それ以外の部門では日本の貢献はほとんどないといってよい。 

 米国全体での数値を表 3-1 からみると、日本の貢献が大きいのは電気機械や輸送機械であるが、

それでも 2.5%前後であることをみると、在米日系企業と日本企業と連携の強さが伺われる。 

アジアにおける日系企業の生産活動の付加価値構成をみると、日本企業の割合が大きいのは、一

般機械、電気機械、輸送機械で 20～25%となっている。次いで鉄鋼20%弱、その他製造業 15%程度

である。ここでも、表 3-1 のアジアにおける日本の貢献度と比較すると電気機械は 12.6%、輸送機

械 9.8%となっており、ここでも両者の連携の強さが伺える。 

アジアにおける繊維、木材パルプ、化学、鉄鋼については、日系企業の付加価値の割合が大きい

が、これは基礎データの投入比率が小さいことと無関係ではなく、この点についてはもう少し検討

を要するかもしれない。 

 機械系部門では日本の貢献はまだ相対的に大きいが、それ以外の部門ではアジア地域に発生する

付加価値のしめる割合は高く、日系企業の現地に対する貢献を測るひとつの尺度と考えてよいであ

ろう。 

 

 

5．おわりに 

 この小論では、1990年アジア国際産業連関表をもとに、日本、米国、アジアの相互依存関係につ

いて検討してきた。 

はじめに、最終需要生産の地域別付加価値構成より各国・地域間の関連性をみた。これから、ア

ジア地域では海外依存度が大きいこと。繊維や電気機械部門ではアジア地域内部での関連性がみら

れること。日本のアジアに対する貢献度が大きいのは、機械系部門であること。一方、日本では食

料、繊維、木材パルプ、化学、一次金属などの海外依存度が高く、機械系部門の海外依存度は低い。

米国では、日本に対しては機械系部門を中心に依存度が大きく、アジアに対しては木材パルプ、石

油石炭など資源に依存する部門だけでなく、繊維や電気機械部門において相対的に大きいことがわ

かる。 
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在米日系企業の生産に対する付加価値貢献度
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図 4-3 日系企業の生産変化の波及効果 
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次に、価格の国際波及プロセスという観点から、相互依存関係をみた。日本や米国のNIES、ASEAN

への価格波及の影響をみると、特に日本の場合は、NIESに対して電気機械を筆頭として、化学、鉄

鋼、非鉄金属、一般機械などの部門の価格波及が大きい。米国から NIES に対しては、化学、電気

機械が大きく、ついで鉄鋼、非鉄金属となっている。さらに、農林水産業や木材パルプなどが含ま

れる点が日本と異なる。ASEAN への影響は米国より日本の方が大きく、化学、鉄鋼、電気機械、

輸送機械の部門において影響力が大きい。 

価格波及は日本、米国からNIES、ASEANの方が、その逆よりも大きい。しかし、NIESからASEAN

についても繊維や化学、鉄鋼、電気機械などの部門では一定の影響力があること。逆に、ASEAN

から NIES へは、工業化の比較的進んだマレーシア、タイでは電気機械について一定の影響力があ

ることがわかった。 

 次に、産業連関表の枠組で、米国やアジアに進出している日系企業の生産活動と日本や現地経済

との関連を付加価値貢献度という尺度を使って検討した。米国における日系企業の生産に対して日

本の貢献が実質的に大きいのは電気機械、輸送機械、精密機械などである。20%前後の貢献となっ

ている。ついで化学、鉄鋼、非鉄金属、一般機械、その他製造業が10～15%程度であるが、それ以

外の部門での日本の貢献はほとんどない。 

また、アジアにおける日系企業の生産活動の付加価値構成をみると、日本企業の割合が大きいの

は、一般機械、電気機械、輸送機械で 20～25%、次いで鉄鋼 20%弱、その他製造業 15%程度である。 

 米国全体の生産に対する付加価値構成で日本の貢献が大きいのは電気機械や輸送機械であるが、

それでも 2.5%前後であること、また、アジアの生産における日本の貢献度の大きい部門は電気機械

12.6%、輸送機械 9.8%となっており、これと比較するといずれの国においても共通して、日系企業

と日本との連携の強さが伺える。 

ここで用いた国際産業連関分析は、日系企業の国際的なネットワークの進展を評価する一つの尺

度として有効であると考えられる。さらに、日系企業の活動を明示的に取り込んだ産業連関表の推

計を完成させることで、日系企業のネットワークに関する一層興味深い関係が分析できる可能性が

あると考えられる。その展開は今後の課題である。 
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